
1 

 

○ まずは、高浜原発の乾式貯蔵施設（第 1期分）の建設に事前了解しないこと 

  ・乾式貯蔵後に搬出する中間貯蔵施設は決まっていません 

  ・六ヶ所再処理工場の審査は進んでいない。主排気塔の審査等はこれから 

「審査のゴールは見えていない。マラソンでいうと、折り返し点にも達し

ていない」（規制庁） 
 

○ 福井県内及び関西30km圏内の住民の意見を聴く住民説明会等を実施すること 
 

陳    情    書 
 

 ２０２５年９月１日 

福井県議会議長 宮本 俊 様 

    

避難計画を案ずる関西連絡会 

この件の連絡先：大阪市北区西天満 4-5-8八方商事第 2ビル 301 美浜の会気付 

  
◆陳情の趣旨 
 

規制委員会の許可が既におりている高浜原発の乾式貯蔵施設（第１期分）について、関西電力は今年

から建設を開始する計画です。そのため、［１］建設の事前了解をしないこと、［２］福井県内及び関西

30km圏内の住民の意見を聴く住民説明会等を実施することを求めます。9月県議会で拙速な判断がなさ

れることのないよう強く求めます。 

 

◆理由  
 

１．中間貯蔵施設の候補地は決まっていません 

搬出時期（2035年末）だけを示しても実効性はありません 

地元が核のゴミ捨て場になる可能性があります 
 

関西電力は８月 29日に、福井県と県議会全員協議会に対して、2030年

頃に中間貯蔵施設を操業し、2035年末までに中間貯蔵施設に搬出すると説

明しました。しかし、中間貯蔵施設の候補地は示していません。これでは、

2035年末までの搬出という計画に実効性はありません。 

中国電力と共同で計画している山口県上関町での中間貯蔵施設につい

て、中国電力は８月 29日に、敷地のボーリング調査等の結果で、「適地」

だと上関町に伝えました。しかし、これは当事者の事前調査にすぎません。

国の審査・建設・操業には 15年程かかると中国電力は述べています。2030

年の操業も 2035年末までの搬出も無理です。 

一方、山口県では 30km圏内で中間貯蔵施設に反対する声が強まっています。上関町に隣接する平生町
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では、住民アンケートで 75％が反対との結果が出ています。住民団体は、その結果を山口県に提出し、

反対を表明するよう求めています。また、上関中間貯蔵計画については、関電の使用済核燃料を持ち込

むことに強い批判と反発があります。 

 

関電は、これまでも中間貯蔵施設の候補地について「2018年中に示す」「2020年に示す」「できなけれ

ば老朽原発を止める」等と表明しながら、何度も約束を破ってきました。今回は、中間貯蔵施設への搬

出時期が守れなかった場合は、乾式貯蔵施設に保管した使用済核燃料をプールに戻すと「決意」を強調

しましたが、「原発を止める」とは言いません。関電の「決意」はこれまで何度も反故にされてきました。

プールに戻すことが可能なのは、六ヶ所再処理工場への搬出とフランスへの搬出が順調に進んだ場合で

はないでしょうか。しかしこれも実効性は不確かです。 

中間貯蔵施設の候補地を示せない曖昧な状況では、立地地元が核のゴミ捨て場になるのではないでし

ょうか。 

 

２．六ヶ所再処理工場への使用済核燃料の搬出について 

・今年 11月までに設工認審査で説明を終了するのは、ほぼ不可能となっています 

 ・「審査のゴールは見えていない。マラソンでいうと、折り返し点にも達していない」 
 

 関電の「新工程表」では、使用済核燃料を六ヶ所再処理工場に搬出することになっています。六ヶ所

再処理工場は、設工認（工事の方法の認可）審査に合格し、使用前検査等を経て、2026年度中に操業を

開始する計画です。現在審査されている第２回設工認の申請は、2023年 2月で、申請から既に２年半に

なります。 

 

（１）再処理工場の設工認審査は長引いています。日本原燃は今年 11月までに設工認審査で必要な説明

を完了する計画ですが、計画通りには進んでいません。８月５日の規制委・規制庁の審査会合で規制庁

は、「例えば泊原発の審査では、ゴールが見えてくると論点が絞られてくる。溢水の問題はまだ白紙状態

で大きな問題が残っている」として「まだゴールが見えないという段階においては、マラソンでいうと、

折り返し点にも達していない」と審査状況を述べています。 

県知事は、日本原燃に対して審査体制を強化するよう求めています。しかし、同日の審査会合で規制

庁は、「ヒアリングや面談はさぞかし緊張感・切迫感をもってやっていると思っていたが、そうではなか

った。規制庁からの質問に『次に答えればいい』という態度。自らで想定問答を準備して考えていない。

ヒアリング等で担当者が答えられない時に、周りのサポートがない。チームとして進めてほしい。ヒア

リング・面談にはしっかり向き合うように」と、日本原燃の審査に対する姿勢に苦言を呈しています。

日本原燃は、関電等からの応援も得て「オールジャパン」で約 300人の職員を体育館に集め、審査会合

に向けて準備をしていると強調しています。しかし、寄せ集め所帯で一体感のない状況のもとで、スケ

ジュール優先がずさんな説明を生むことになっているのではないでしょうか。 

 

（２）８月５日の審査会合では、大量の放射能をばらまくことになる高さ 150メートルの巨大な主排気

塔（1 頁の図）の耐震性について、日本原燃が初めて説明しました。規制庁は「主排気塔は重要。技術
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的検討をしっかりやってくれ、過去（新規制基準以前）にしがみついている」と日本原燃の安全性評価

についての姿勢を批判しています。また、使用済核燃料受入れ・貯蔵建屋（ＦＡ）の地震動評価につい

ても、この建屋天井の下には使用済核燃料ピットがあるため、「建屋の天井の耐震について慎重に検討す

ること」等を求めています（審議結果 https://x.gd/LOmww）。 

このように、設工認審査での説明が 11月までに完了するという見込みはほとんどありません。そうな

れば、その後の使用前検査等も遅れ、28回目の完成延期の可能性もあります。 

関電の「新工程表」に実効性はありません。このような状況で、乾式貯蔵施設の建設を認めていいの

でしょうか。 

 

（３）工場完成予定前の来年（2026年）10月頃に、ガラス固化体の製造試験があります。今回の試験で

も、何度も失敗を続けた溶融炉を使用することになっています。ガラス固化で行き詰まれば、六ヶ所再

処理工場に使用済核燃料を搬出することはできません。 

 

（４）六ヶ所再処理工場は 2006年からのアクティブ試験（使用済核燃料を使った総合試験）によって多

くの施設・設備が放射能で汚染されています（アクセス困難なレッドセル）。そのため、健全性確認は建

設当時（32 年前の 1993 年）の資料などで確認するとしています。これで安全を確保することができる

のでしょうか。 

 

３．原子力規制委員会の審査はずさんで無責任です 
  

原子力規制委員会は５月 28日に、高浜原発の乾式貯蔵施設（第１期分）の設置変更を許可しました。

６月 13日には、福井県原子力安全専門委員会もこれを了承しました。さらに、美浜原発の乾式貯蔵施設

の国の審査も進み、関電は９月末の審査合格を希望しています。 

しかし、規制委員会の審査はずさんです。いくつかの問題点を紹介します。県議会でも検討してくだ

さい。 

〇 土砂災害の危険性を否定。集中豪雨、気候変動の影響等を考慮せず 

〇 格納設備が土砂で埋もれた場合の除熱評価を行っていない 

〇 給気口が積雪などで塞がっても排気口だけで給気と排気ができるという関電の主張への判断は、

設工認審査に先送り 

○ 格納設備の外気温度 33℃は低すぎる 

〇 アクセスルートを塞ぐ危険について規制委員会の審査書では触れていない 

 

４．年間 50億円の寄付金で、乾式貯蔵施設の建設を認めないでください 
 

 関西電力は、乾式貯蔵施設の建設の見返りに、年間 50億円もの巨額の寄付を表明しました。乾式貯蔵

施設の建設同意の判断として、知事が求めていた「地域振興策」の一環です。 

いつまで続くかも分からない年間 50億円の寄付金で、立地地元を核のゴミ捨て場と引き換えにしてい

いのでしょうか。また、原発の稼働率が上がれば寄付金も増える仕組みで、自治体から原発運転停止等

https://x.gd/LOmww
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の意見を出しにくくし、老朽原発の稼働率アップで事故の危険を高めます。寄付金の先には、原発事故

が待ち受けているのではないでしょうか。寄付金の使途は公開されません。さらに、寄付金の原資は関

西住民等の電気料金です。このように、寄付金は福井県民と周辺住民を原発に縛り続けるものです。 

 これまで述べてきたように、何十億円積まれようと、搬出先の中間貯蔵施設は決まらず、六ヶ所再処

理工場の稼働も見込めない状況に変わりはありません。 

 

５．県内及び 30km圏内の京都府・滋賀県の住民の声を聴くべきです 
  

乾式貯蔵施設の建設同意は、県と立地自治体の判断に委ねられていますが、福井県民への説明さえあ

りません。また、乾式貯蔵施設により、老朽原発の運転が継続され事故の危険が高まるにも関わらず、

30km圏内の京都府・滋賀県でも住民への説明はありません。 

 私たちは、昨年６月から 11 月に、高浜原発 30km 圏内の京都府北部７市町※で住民アンケートを実施

してきました（※ 舞鶴市、綾部市、京丹波町、福知山市、南丹市、宮津市、伊根町）。世帯数の約 5％

にあたる 857枚のアンケートでは、約８割の人が乾式貯蔵について知らず、住民に説明すべきと回答し

ています。 

 このアンケート結果を基に、自治体申入れを続けてきました。その結果、３月７日の綾部市議会では、

住民説明会を関電に求めることが正式に表明されました。宮津市も「何年間保管するのか等、先が見え

ない乾式貯蔵計画について、関電は市民に説明すべき」と回答しています。さらに、３月４日の京都府

議会の予算審査小委員会でも、乾式貯蔵施設反対の討論が行われました。滋賀県は昨年３月に関電に対

して意見書を出し、貯蔵期間の長期化等について説明するよう求めています。 

このような住民や周辺自治体の声を尊重し、県内及び 30km圏内の関西でも住民説明会を開き、住民の

声を聴いてから判断すべきではないでしょうか。 

 

以上により、下記事項を陳情します。 
 

記 
 

1. まずは、高浜原発の乾式貯蔵施設（第 1期分）の建設に事前了解しないこと。 

2. 福井県内及び関西30km圏内の住民の意見を聴く住民説明会等を実施すること。 
 

以上 

２０２５年９月１日  

避難計画を案ずる関西連絡会 

（避難計画を案ずる関西連絡会は関西の市民団体の連絡会です） 

連絡先団体：グリーン・アクション/ 原発なしで暮らしたい丹波の会/ 原発なしで暮らしたい宮津の会/  

脱原発はりまアクション/ 原発防災を考える兵庫の会/ 美浜の会/ 避難計画を考える滋賀の会 


